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は し が き

　本報告書は、金融法務研究会第１分科会における平成 24 年度の研究の成果である。
　金融法務研究会は、平成２年 10 月の発足以来、最初のテーマとして、各国の銀行取引約款
の検討を取り上げ、その成果を平成８年２月に「各国銀行取引約款の検討―そのⅠ　各種約款
の内容と解説」として、また平成 11 年３月に、「各国銀行取引約款の比較―各国銀行取引約款
の検討　そのⅡ」として発表した。平成 11 年１月以降は、金融法務研究会を第１分科会と第
２分科会とに分けて研究を続けている。
　第１分科会で取り上げたテーマは、巻末の報告書一覧のとおりであるが、平成 24 年度は
「金融商品の販売における金融機関の説明義務等」をテーマとして取り上げ、そこでの研究成
果を本報告書に取りまとめた。
　本報告書では、第１章で「金融商品の販売における金融機関の説明義務等に係る監督法的規
制」（岩原紳作担当）、第２章で「金融機関の投資勧誘における適合性原則および説明義務につ
いて」（前田重行担当）、第３章で「アマ以外の顧客へのデリバティブの販売」（森下哲朗担当）、
第４章で「投資信託の解約金返還債務に係る債権を受働債権とする相殺の倒産手続における可
否―名古屋高判平成 24 年１月 31 日（金法 1941 号 133 頁）を素材に―」（松下淳一担当）、第
５章で「金融ADR制度」（神田秀樹担当）、第６章で「金融ADRと銀行取締役の善管注意義
務」（神作裕之担当）を取り上げている。
　このうち第１章では、金融商品の販売における金融機関の説明義務等に係る監督法的規制の
概要を紹介するとともに、銀行が扱う金融商品に適用される銀行法・金融商品取引法・保険業
法にもとづく説明義務等に係る監督法的規制の問題を検討する。第２章では、投資家保護の手
段としての適合性原則および説明義務を考察し、それらの違反に対する私法上の責任の問題を
考察する。第３章では、デリバティブ取引における、英米の監督法上の行為規制や諸外国の裁
判例をもとに、プロとアマの区別はどのように考えるべきかについて検討する。第４章では、
投資信託の解約と投資信託の販売金融機関による相殺を通じた債権回収の倒産手続における可
否について、近時の裁判例を素材として検討するとともに、投資信託の販売の際の説明義務に
ついて検討する。第５章では、金融ADR制度のあっせん制度の目的や機能との関係で、現状
の制度運用の問題について考察する。最後に第６章では、債権放棄等を行った取締役の善管注
意義務違反に係る裁判例をもとに和解に応諾した銀行取締役の責任や和解契約にもとづく出捐
と損失補てんとの関係について検討する。
　本報告書が銀行実務家をはじめ、各方面の方々のお役に立つことができれば幸いである。
　なお、本研究会には、銀行の法務分野から実務を担当する方にオブザーバーとしてご参加い
ただいている。また、事務局を全国銀行協会業務部にお願いしている。
　最後に、同分科会では、平成 25 年度には「金融グループにおける証券関連業務を巡る諸問
題」をテーマとして取り上げ、研究を続けている。

平成 26 年９月
金融法務研究会座長　　

岩　原　紳　作
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